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1 Ba- 1 家 族 と の か か わ り が 子 ど もの 我 慢 強 さ の形 成 に及 ぼ す 影 響

（京都女子大）○表　真美　高岡裕子

目的　　 近年の低年齢ｲとする少年犯罪や学級崩壊現象には、子どものr 我慢j の不足が何

らかのかたちで関与している例が少なくない。子どもの耐性、いわゆる「我慢強さ」は幼

少期からのさまざまな経験によって形成されるが、少子化や物質的豊かさなど、現代の子

どもたちをとりまく環境は、「我慢強さ」の形成にマイナスの影響を及ぼすことが懸念され

る。そこで本報告では、小・中学生の「我慢」の実態とともに、家族とのかかわりと子ど

もの「我慢強さ」の形成との関連について明らかにすることを目的とする。

方法　　2000 年７月から1  1 月に、Ｋ 市内の私立小学校5･ 6 年生78 名、Ｉ市立小学校５･

６年生118  名、およびＩ市立中学校１年生155 名を対象に自己作成による質問紙調査を集

合法により行った。主な調査内容は①親の養育態度、②家族コミュニケーション、③自己

受容、④目標意識の４項目である。回収した351 票すべてが有効票であり、s  p s  s統計

ソフトにより分析した。

結果　　 得られた知見は以下の４点にまとめることができる。

①親の養育態度に関しては、「高価なモノを欲しがったとき」すぐに買わない態度を示す親

の子ども、親に「勉強しなさい」とがみがみ言われない子どもに「我慢できる」割合が高

かった。②会話頻度などの家族=1   ミュニケーションは「我慢強さ」の形成に有効に働いて

いた≪ ③自己受容が高得点の子どもは「我慢できる」割合が高くなった。④目標意識を持

つ子どもは「我慢できる」割合が高くなった。

Ｉ Ba- ２ 中高一貫教育校における家庭科教育

倉田あゆ子（日本女大）

目的　平成10年の学校教育法の改正を受け、平成11年度から、公立学校においても中高

一貫教育は実施に移されている。このように注目を集めはじめた中高一貫教育校における
家庭科教育はどうあるべきかを考察したい。本研究では、古くから中高一貫教育の伝統が

ある全国の私立の学校に対してアンケート調査を実施し、まずその家庭科教育の実態を明
らかにする。そしてこれからの中高一貫教育校における家庭科教育のあり方を考える第一
歩とすることを目的としている。

方法　「全国私立中学高等学校名簿」（日本私立中学高等学校連合会編）より、私立の
中高一貫教育校をぬきだした。調査対象になったのは合計603 校であり、2000年12月に調

査票を郵送した。主な調査内容は、家庭科研究室（準備室）や実習室の形態、家庭科の予

算、中高の授業担当の仕方、カリキュラムについての中高教員間の連携、などについてで
ある。

結果　回収票214 票のうち有効212 票、回収率は35.2％であった。アンケート結果を分

析すると、中高で家庭科研究室（準備室）や実習室を共用している学校が８割程度あるの

に対して、カリキュラムについて中高の教員間で連携のある学校が６割強であり、全く連
携のない学校も２割程度あることが分かった。中高一貫教育校とはいえ、中高の教員間で

連携し、授業を行っているとはかぎらない。中高一貫教育校ならではの家庭科教育を目指
すためには、６年間を見通した指導計画についてさらに検討していくことが必要である。
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